
取組内容

地域課題・目的

問合せ先 団体名：名古屋市環境局環境企画課
連絡先 E-mail：a2662-01@kankyokyoku.city.nagoya.lg.jp TEL：052-972-2698

グリーンインフラに関する企画・計画段階の取組

生物多様性重要エリアマップの公開

生物多様性情報（希少種の
生息・生育状況等）が公開
されていないため、開発事
業者等が生物多様性への配
慮を検討できない。

 希少種の生息等を把握して
いない事業者が開発計画を
立案した際に、その場所で
活動する保全団体との間で
摩擦が生じた。

 事業者から生物多様性情報
を事前に把握したいという
要望が寄せられた。

生物多様性情報を公開し、
開発事業等における生物多
様性への配慮を促進する。

開発時における配慮方策の促進
 事業者が開発の初期段階で生物多様性情報を把

握することで、配慮方策の検討やコスト増大の
リスク把握に活用されることを期待する（開始
から1か月で7件の相談実績あり。）

①情報収集・整理
保全団体に呼び掛けて収集した情報、市民調査で得た情報、
市が保有する情報を地理情報システム（GIS）で整理した。

②評価基準等の検討
有識者検討会を開催し、保全・開発・資産価値への影響等の
観点から、生物多様性の重要性を評価する基準等を議論した。

1/2

有識者検討会の様子

取組により想定している効果

計画の範囲

③地図の作成・公開
5次メッシュ（250m四方）毎に評価した
「生物多様性重要エリアマップ」（以
下、マップ）を作成し、市ウェブサイ
ト上に公開した。

④運用方法等の確立
希少種情報等の開示ルールや配慮方策
等の助言をする体制を構築した。

名古屋市内全域



予定している今後の具体の取組

計画策定にあたり工夫した点

① 情報整理

 市が保有する情報以外にも、保全団体の調査、市民調査（アプリ
Biome（（株）バイオーム）で収集された情報を専門家がチェックし
たもの）等、多様な主体の調査データを共通フォーマットで整理した。

 配慮方策の検討、自然共生サイト認定申請等への活用を想定し、実際
に生息の可能性が高い比較的新しいデータ（直近10年）のみを使用し
た。

② 評価方法

 動植物の生息調査データが存在しない場所においても、生息・生育ポ
テンシャルを評価するため、生息環境（緑被地、水辺等）も評価項目
として設定した。

 希少種の盗掘リスクや資産価値への影響等を考慮し、5次メッシュ
（250m四方）単位で市全域を評価し、市ウェブサイトに公開した。

 希少種の発見地点の周辺にも同様に生息する可能性を踏まえ、発見地
点の半径50mに緩衝域（バッファ）を設定し、評価を行った。

③ 開示方法

 開発事業等における生物多様性への影響の回避を重視し、より詳細な
情報について、一定のルールを定めて開示する方針とした。
・開示は市窓口でのパソコン画面の閲覧のみとする。
・名刺や資料で事業計画を確認したうえで、該当メッシュの評価点
の内訳を開示する。

・希少種情報がある場合は、詳細な情報（種名・発見地点等）を開
示する。

④ 開示後の対応

 具体的な配慮方策等の相談を希望する事業者等に、関連部署を案内し、
助言する体制を構築した。

⑤ 周知方法

 開発計画の初期段階に関わる不動産取引業等の各業界団体を通じて広
く周知を実施した。

 名古屋市環境アセスメントに関する技術解説書への掲載

 優良事例の公表による生物多様性への配慮措置の横展開
（なごやネイチャーポジティブパートナーポータルサイト等で紹介）

 開発に関する行政手続きの窓口における周知を継続して実施

 不動産取引業等の各業界団体への周知を継続的して実施
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【導入技術の名称】

地理情報システムを活用した生態系の評価技術

評価項目・基準一覧

開示や助言の流れ

希少種等の発見地点開示のイメージ
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